
平成３０年度 玉川村人事行政の運営等の状況について 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

(1)職員の競争試験及び採用状況  (平成30年４月１日採用)      (2) 職員の退職状況  (平成29年度退職) 

区分 受験者数 合格者数 採用者数 

一般行政職 ８人 １人 ０人 

計 ８人 １人 ０人 

 (3)４月１日現在の職員数 （村長、副村長、教育長は含まない。） 

 男 女 計 

平成29年４月１日現在 45人 25人 70人 

平成30年４月１日現在 43人 25人 68人 

    

２ 職員の人事評価の状況 

人事評価の目的 人事評価制度は、能力・実績に基づく人事管理の徹底と組織全体の士気高揚、公務能率の向上に

より、住民サービスの向上につなげていくこと。 

評価の種類 ・能力評価 

職員がその職務を遂行するに当たり発揮した成果、行動及び能を把握した上で行われる 

勤務成績の評定 

・業績評価 

職員がその職務を遂行するに当たり挙げた業績を把握した上で行われる勤務成績の評定 

対象職員 全ての一般職の職員 

評価者等 １次評価者は、被評価者の直属の課長等とし、２次評価者は、副村長、教育長とし、評価の最終決

定は、調整者の村長としています。 

評価期間 毎年度、４月１日から翌年３月３１日までの期間 

評価結果の活用 評価結果は、人材育成、人事配置及び給与処遇等に活用します。 

 

３ 職員の給与の状況 

(1)人件費の状況 （普通会計決算） 

区分 住民基本台帳人口 

（30年１月1日）人    

歳出額 Ａ 

       千円 

実質収支 

    千円 

人件費 Ｂ 

千円 

人件費率 

Ｂ／Ａ  ％ 

２９年度 6,857  4,103,672 130,318 564,436 13.8 

                                 ※２８年度人件費率14.5% 

(2)職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 職員数Ａ 

  人 

給  与  費         １人当たりの給与費 

Ｂ／Ａ   

千円 

給 料  

千円 

職員手当 

千円 

期末・勤勉手当 

千円 

計 Ｂ 

千円 

２９年度 63 194,572 31,217 82,956 308,745 4,900 

  ※このほかの項目は、ホームページ「村職員給与・定員管理の公表」をご覧ください。 

 

事由 退職者数 うち再任用 

定年退職 ２人 ０人 

退職勧奨 ０人 ０人 

その他 ０人 ０人 

計 ２人 ０人 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(１) 勤務時間の状況 (一般的な標準的なもの)

１週間の 

勤務時間 

開始時間 休息時間 終了時間 勤務時間の 

割振変更制度 

38時間45分 午前８時30分 正午～午後１時 午後５時15分 あり 

(２) 年次有給休暇の取得状況 (平成29年度)

年次有給休暇付与日数:1年つき 20日（未取得日数分は、20日を上限に、翌年に繰越）

1人当たり平均取得日数 

9.9日 

(３) 病気休暇及び特別休暇の状況 (平成29 年度)

種類 付与日数 

病気休暇 負傷又は疾病のため療養する期間 90日 

産前産後休暇 産前８週間(多児妊娠の場合は 14 週間)以

内、産後８週間以内 

配偶者の出産休暇 ２日以内 

育児休暇 １日２回30分以内 

子の看護休暇 ５日以内 

生理休暇 ２日以内 

忌引休暇 １日から７日 

夏季休暇 ３日以内 

ボランティア休暇 ５日以内 

結婚休暇 ７日以内 

配偶者、父母及び子の祭日の休暇 １日以内 

骨髄移植に係る登録又は骨髄液提供の休暇 必要と認められる期間 

選挙権と公民権利行使のための休暇 必要と認められる期間 

裁判員、証人等として官公署へ出頭するための休暇 必要と認められる期間 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の

規定による交通の制限又は遮断を事由とする休暇 

必要と認められる期間 

風水震火災その他の災害による交通の遮断を事由とする休暇 必要と認められる期間 

風水震火災その他の災害による職員の住居の滅失等を事由とする休暇 １週間の範囲内で必要と認められる期間 

交通機関の事故等を事由とする休暇 必要と認められる期間 

風水震火災その他の災害により、職員の退勤途中における身体

の危険の回避を事由とする休暇 

必要と認められる期間 

(４) 介護休暇の取得状況 (平成29年度)

男性職員   ０人 女性職員 ０人 



５ 職員の休業に関する状況 

  育児休業等の取得状況  (平成29年度) 

 平成29年度中に新たに取得した職員 平成28年度以前か

らの継続取得者数 育児休業取得者数 部分休業取得者数 育児短時間勤務取得者数 

男性職員 ０人 ０人 ０人 ０人 

女性職員 ６人 ０人 ０人 ０人 

計 ６人 ０人 ０人 ０人 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（1）分限処分の状況 

区分 平成29年度 

免職 休職 後任 降給 

処分者数 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

（2）懲戒処分の状況 

区分 平成29年度 

免職 休職 後任 降給 

処分者数 ０人 ０人 ０人 ０人 

   ※分限処分・・・公務能率の維持を目的として、本人の意に反してその身分に不利益な変動をもたらす処分 

    懲戒処分・・・公務員としてふさわしくない非行があった場合に公務関係の秩序を維持するために、職員の道義的

責任を追及して行う処分 

    免職・・・職員としての身分を失わせる処分 

    休職・・・一定期間職務に従事させない処分 

    降任・・・現在の職位より下位の職位に下げる処分 

    降給・・・現在の給料の額より低い額に下げる処分 

 

７ 職員の服務の状況 (平成29年度) 

区分  違反者数 

命令に従う義務         (地方公務員法第32条)  ０人 

信用失墜行為の禁止       (地方公務員法第33条) ０人 

秘密を守る義務         (地方公務員法第34条) ０人 

職務に専念する義務       (地方公務員法第35条) ０人 

政治的行為           (地方公務員法第36条) ０人 

争議行為の禁止         (地方公務員法第37条) ０人 

営利企業等への従事制限     (地方公務員法第38条) ０人 

   

８ 職員の退職管理の状況 (平成29年度) 

再就職者からの依頼等を受けた場合の届出   ０件 

   ※地方公務員法第 38 条の２の規定により営利企業等に再就職した元職員は、離職前５年間に在職していた地方公



共団体の執行機関の組織等の職員に対し、在職時の職務に関して一定の影響力を有することを背景に、離職

後２年間、職務上の行為(契約、許認可等)をするように（しないように）依頼・要求してはならないとされています。

職員は、再就職者による依頼があった場合、同条第７項の規定に基づき遅滞なく公平委員会にその旨を届け出

なければなりません。 

  

９ 職員の研修の状況 (平成29年度) 

区分 研修科目 受講人数 

ふ

く

し

ま

自

治

研

修

セ

ン

タ

ー 

 

基礎研修 

 

 

新規採用職員研修(前期・後期) ２人 

基礎力アップ研修 ２人 

応用力アップ研修 ２人 

新任係長研修 ２人 

新任課長研修 １人 

新任管理者研修 ３人 

選択研修 人事評価研修 ９人 

接遇研修指導者養成講座 １人 

情報管理情報発信講座 １人 

地方公会計講座 ２人 

管理監督者講演会 ２人 

 

10 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（1）福利厚生の実施状況 

区分 受診者等 

定期健康診断 82人 

人間ドック 21人 

ストレスチェック 106人 

メンタルヘルス講習会 １回開催 

   ※福利厚生事業には、嘱託・臨時職員を含みます。 

 

(2)公務災害の状況 (平成 29年度) 

 年度中認定者 

公務災害 １件 

通勤災害 ０件 

 

(3)公平委員会の状況（平成29年度） 

地方公務員法第７条第３項の規定により、村は公平委員会を置くこととされています。 

ただし、同法第７条第３項の規定では、他の地方公共団体の人事委員会に委託してその事務を処理させることが

できるとされており、本村では、公平委員会の事務を県の人事委員会に委託しています。 

また、毎年７月末日までに、前年度の業務の状況の報告を県人事委員会から受けることとしています。 

 



 

 

 

 

報告項目 報告内容 

① 勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし 

② 不利益処分に関する審査請求の状況 該当なし 

③ 人事行政相談の状況 該当なし 

④ その他 ア、職員団体の登録状況 （ア）登録職員団体名 新規・変更登録等なし 

（イ）変更登録年月日とその内容    な  し 

 イ、 管理職員等の範囲の指定の状況 

（管理職員等の範囲を定める規則の改正年月日） 

規則改正なし 

ウ、職員の退職管理に 

関する状況 

（ア） 地方公務員法第３８条の３に基づく 

報告件数 

な  し 

（イ） 地方公務員法第３８条の４に基づく 

報告件数 

な  し 

（ウ）人事委員会が地方公務員法第３８条

の５に基づく調査を要求した件数 

な  し 


